	経済情勢トピックス《大阪府における人口移動の特徴》


	大阪府の人口移動の特徴としては、①中国・四国とは転入超過、関東とは転出超過ですが、近年、関西との間では転入超過傾向にあること、②15～24歳が転入超過で、特に20～24歳女性の転入超過数が目立ちますが、他の年齢層では転出超過となっていること、③大阪市や北大阪地域では転入超過となっているが、他の地域では転出超過であることなどの特徴が見受けられます。

　平成26年の大阪府は4年ぶりに転出超過となりました。その内訳では、関東との関係では転出超過が大きくなりましたが、その一方で大阪市など都心部への転入超過は継続しています。そのため、転出超過傾向が今後も続くのかどうか、人口移動の推移が注目されます。


１　はじめに
地域における人口問題は、最近注目を集めているトピックの一つです。その背景としては、平成26年5月に日本創生会議が「地方消滅レポート」において、将来的には消滅する可能性がある都市が896市区町村あることを発表したことや、26年11月に「まち・ひと・しごと創生法」が施行され、人口減少問題への対応や地域活性化に取り組むため、地方自治体には「地方版総合戦略」と「地方版人口ビジョン」の作成が求められていることがあります。
そのような中において、興味深いデータがあります。総務省「住民基本台帳人口移動報告」における、大阪府の転入・転出状況では、東日本大震災があった23年から、人口の転入超過が続いていましたが、26年には391人の転出超過と、４年ぶりの転出超過となりました（図表１）。
図表１　大阪府の転入・転出状況
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（出所）総務省統計局「住民基本台帳」
※日本人のみの数値。

このことから、大阪府の人口は以前のような転出超過傾向に逆戻りしたのではないかという懸念が生まれるため、今後の人口トレンドが気にかかるところです。

以下では、大阪府の転出・転入状況について、他地域との人口移動、年齢・性別、市町村における状況等を詳細にみていくことにより、大阪府の人口移動における最近の特徴を考察していきます。
２　大阪府における人口移動の特徴
2.1　他府県との人口移動について

　図表２は、大阪府と他の都道府県との転入超過数の推移をグラフにしたものです。図表２からは、関東との関係では毎年概ね1万人程度の転出超過が続いていること、中国・四国との関係では転入超過であること、関西との関係では19年より転入超過となっていることがわかります。関西の中でも、特に兵庫県との関係が大きく変化しています。兵庫県から大阪府への転入数はさほど変化していないものの、大阪府からの転出数が年々減少しているため、大阪府と兵庫県の間では、大阪府の転入超過数が大きくなっています。関西の他の府県の間でも、大阪府は転入超過であることから、大阪府の人口移動では、関西・中国・四国といった西日本との間では転入超過、関東との間では転出超過といった特徴がみられます。
男女別の結果からは、転出・転入をあわせた移動総数は男性が女性よりも多いことからも、総数と男性は似たような動きをしています。男性は年々転出超過数を縮小させ、23年に転入超過となりましたが、26年には再び転出超過となったのに対し、女性は同じく年々転出超過数を縮小させ、23年には転入超過、そして26年でも依然として転入超過となっているという違いもあります。その他、女性においては、関西や中国・四国といった関東以外の地域からの転入超過数が男性よりも多いことが指摘できます。
2.2　年齢別・性別の人口移動について

　図表３は、年齢別・男女別の転入超過数の推移をまとめたものです。総数では、大阪府は15～19歳、20～24歳だけが転入超過で、それ以外の年齢層では転出超過となっており、男女別にみてもほぼ同様です。その要因を考えると、15～24歳の移動は、大学への進学、就職、結婚等が考えられるため、大阪府へはそのようなライフイベントの発生によって他の都道府県から転入してくる人が多いこと、0～14歳と30～39歳が大幅な転出超過であることから、
図表２　他地域との転入超過数の推移
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（出所）総務省統計局「住民基本台帳」

子育て期には大阪府外へと転出する人が多いことがわかります。
図表３　年齢別・男女別の転入超過数の推移
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（出所）総務省統計局「住民基本台帳」

また、男女別の結果からは、さらに興味深いことがわかります。女性の転入超過数をみると、総数では男性よりも多く、特に20～24歳における大阪府への転入超過数は男性の倍近くも多くなっています。このことと先の図表２を組み合わせると、女性の20～24歳における転入超過数は関西や中国・四国といった関東以外の地域からの転入超過が影響していることが推測されます
。
2.3　市町村別の人口移動について

図表４は、22年～26年の府内の市町村の転入・転出数について地域ごとに集約したものです。図表４からは、大阪市と北大阪地域だけがほぼ転入超過で、他の地域は転出超過となっていること
、転入超過となっている地域の中でも、特に大阪市の中心6区と北大阪地域の北摂4市にお
図表４　府外からの府内地域への転入超過数の推移
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22年 23年 24年 25年 26年

大阪府

-3,570  4,903 5,381 3,377 -391 

大阪市

5,820 8,777 7,742 8,729 7,162

（中心６区）

7,703 8,624 7,598 9,989 9,049

北大阪地域

-1,638  2,689 5,160 5,060 3,086

（北摂4市）

-626  3,769 5,745 6,063 3,905

東大阪地域

-4,709  -2,782  -3,807  -5,066  -4,825 

南河内地域

-2,162  -2,507  -2,277  -2,605  -2,303 

泉州地域

-881  -1,274  -1,437  -2,741  -3,511 

男性（人）

22年 23年 24年 25年 26年

大阪府

-2,041  1,469 1,457 371 -2,659 

大阪市

3,567 4,682 4,178 4,401 3,101

（中心６区）

3,840 4,065 3,530 4,628 4,180

北大阪地域

-1,314  797 1,798 1,763 459

（北摂4市）

-554  1,578 2,527 2,543 1,218

東大阪地域

-2,589  -1,744  -2,285  -3,179  -3,027 

南河内地域

-1,186  -1,371  -1,241  -1,240  -1,371 

泉州地域

-519  -895  -993  -1,374  -1,821 

女性(人）

22年 23年 24年 25年 26年

大阪府

-1,529  3,434 3,924 3,006 2,268

大阪市

2,253 4,095 3,564 4,328 4,061

（中心６区）

3,863 4,559 4,068 5,361 4,869

北大阪地域

-324  1,892 3,362 3,297 2,627

（北摂4市）

-72  2,191 3,218 3,520 2,687

東大阪地域

-2,120  -1,038  -1,522  -1,887  -1,798 

南河内地域

-976  -1,136  -1,036  -1,365  -932 

泉州地域

-362  -379  -444  -1,367  -1,690 


（出所）総務省統計局「住民基本台帳」

※府内市町村間の転入・転出は含まない。
いて転入超過数が多いことも指摘できます。男女別では、男女ともに大阪市中心6区と北摂4市では転入超過となっていますが、これらの地域とも女性の転入超過数が男性よりも多い傾向が続いています。
これらのことから、他地域からの転入は都心、もしくは交通の便が良い京阪神地域に集中しており、特にそれらの地域を選択する女性が多いことが推測されます
。
　図表５は、それらの地域への転入・転出数はどの年齢層が多いのかについて、府内の地域別の転入超過数を年齢別にまとめたものです
。大阪市中心６区と北摂4市では、15～19歳だけではなく、20～24歳・25～29歳・30～39歳の年齢層でも転入超過であり、勤労者世帯を多く受け入れていること、また北摂4市では0～14歳や30～39歳の転入超過数も多いために、子育て世代の転入も受け入れていることが推測されます。その他、大阪市・北大阪市以外の地域では、15～19歳はほぼすべての地域で転入超過ですが、それ以外の年齢層では転出超過となっています。
図表５　地域別・年齢別の転入超過数（平成26年）
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総数 0～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～39歳 40～64歳 65歳以上

大阪府

-391  -2,906  2,654 6,168 -320  -3,849  -1,072  -1,065 

大阪市

7,162 -3,570  1,642 7,864 2,321 -2,231  1,626 -490 

（中心６区）

9,049 -756  779 4,295 2,354 1,042 1,454 -119 

北大阪地域

3,086 1,033 603 580 164 921 -169  -46 

（北摂4市）

3,905 1,141 429 516 524 1,335 -101  61

東大阪地域

-4,825  -435  285 -761  -1,253  -1,346  -1,121  -194 

南河内地域

-2,303  336 32 -955  -777  -456  -333  -150 

泉州地域

-3,511  -270  92 -560  -775  -737  -1,075  -185 

男性（人）

総数 0～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～39歳 40～64歳 65歳以上

大阪府

-2,659  -1,657  1,176 1,534 -484  -2,089  -582  -557 

大阪市

3,101 -1,927  625 3,335 1,277 -1,146  920 17

（中心６区）

4,180 -344  298 1,877 1,271 483 659 -64 

北大阪地域

459 439 303 -12  -256  288 -115  -188 

（北摂4市）

1,218 463 227 55 34 580 -22  -119 

東大阪地域

-3,027  -231  102 -663  -650  -725  -697  -163 

南河内地域

-1,371  162 22 -662  -394  -224  -167  -108 

泉州地域

-1,821  -100  124 -464  -461  -282  -523  -115 

女性(人）

総数 0～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～39歳 40～64歳 65歳以上

大阪府

2,268 -1,249  1,478 4,634 164 -1,760  -490  -508 

大阪市

4,061 -1,643  1,017 4,529 1,044 -1,085  706 -507 

（中心６区）

4,869 -412  481 2,418 1,083 559 795 -55 

北大阪地域

2,627 594 300 592 420 633 -54  142

（北摂4市）

2,687 678 202 461 490 755 -79  180

東大阪地域

-1,798  -204  183 -98  -603  -621  -424  -31 

南河内地域

-932  174 10 -293  -383  -232  -166  -42 

泉州地域

-1,690  -170  -32  -96  -314  -455  -552  -70 


（出所）総務省統計局「住民基本台帳」
2.4　まとめ

これまでのことをまとめると、大阪府の人口移動の最近の特徴は、以下のようにまとめられます。中国・四国とは転入超過、関東とは転出超過ですが、近年、関西との間では転入超過傾向にあること、15～24歳が転入超過で、特に20～24歳女性の転入超過数は多いことが目立ちますが、他の年齢層では転出超過となっていること、大阪市や北大阪地域では若年層の転入もあって転入超過傾向ですが、他の地域では転出超過傾向にあること、などの特徴が見受けられます。
３　26年の人口移動の要因
これまでの分析を踏まえ、26年の大阪府において4年ぶりの転出超過（図表1）となった原因について考えます。
　大阪府と他地域との転入超過数の推移（図表2）をみると、東日本大震災があった23年から3年程度、関東への転出超過数は縮小傾向にありました。しかし、26年には関東への転出超過数が再び東日本大震災前の水準まで戻りました。男性は23年以降から続いていた転入超過が26年に転出超過となったのに対し、女性は23年以降、26年でも転入超過傾向のままで推移しています（図表2）。女性の内訳をみると、特に関西との間で転入超過傾向が続いており、このことは東日本大震災前後で傾向が大きく変化したところです。
また26年の市町村別の転入超過数（図表4）からは、大阪市・北大阪地域の転入超過数が大きく減少しており、特に男性では顕著となっています。しかし女性では、26年の転入超過数は縮小しましたが、まだまだ高い水準を維持しています。
以上のことをまとめると、次のような仮説が浮かび上がります。東日本大震災等をきっかけに、東京のバックアップ機能が重要視され、関西の重要性が見直された結果、大阪支社の拡充といった事業所再配置等
が行われ、大阪への転入数は増加しました。しかし、その事業所再配置等が一段落したため、再度関東への転出超過傾向が強まったと考えられます。その一方で、大阪市を中心とした超高層マンションの建設等による都心回帰の傾向が継続しており、その影響は特に若い女性にみられるため、大阪市や北大阪地域における転入超過につながっていると思われます。

　まとめると、26年の大阪府の転出超過の要因では、関東との関係では以前のような転出超過に戻ったと思われますが、その一方で都心回帰という新たな動きが加わったために、転出超過数が抑えられていると考えることができます。そのため、関東との間では転出超過が続いていますが、関西の中では大阪府に人口が集中し、そのバランスによって今後の人口が左右されると思われます。

４　おわりに
　以上では、大阪府の人口移動の特徴をみてきました。26年の結果を踏まえると、大阪府においては、関東との間では転出超過ですが、西日本との間では転入超過であり、最近は特に都心回帰という動きが続いていることが指摘できます。そのため、転出超過傾向が続くのかどうかといった、今後の人口移動が注目されます。
　それでは、大阪府の今後の人口対策はどのようにしたらいいのでしょうか。それについて、人口の「流入促進」と「流出防止」という２つの観点から考えていきます。「流入促進」については、都市機能の再配置による都心回帰の動きを促進させるということもありますし、都心ならではの生活環境の良さをアピールすると言うこともあります。それらに必要なことは、既存インフラ・ストックの活用であり、どのように魅力的な生活環境を整備・再構築
するかが今後の鍵となってくると思います。「流出防止」については、大阪府では、0～14歳や25歳以上において転出超過となっていることから、仕事の場の創出や子育て支援といった若い世代向けの施策が重要であることは言うまでもないことです。加えて、大阪には多くの大学があり、大学に通学することによって若いうちに大阪になじんでいる人が多いこともあり、それらの潜在的に大阪に定住してくれそうな人を増やしていくということも考えられるのではないでしょうか。
最後に、本論で主に使用したデータは住民基本台帳であり、地域別の人口移動数しかわからないために、その人口移動がどのような要因で発生したのか（就職・転勤、結婚・子育てなど）ということは、不明な点が多くあります。そのため、人口移動をきっかけに事業所再配置等の企業活動の変化のデータ等を組み合わせると、もっと面白いことがいえるのではないでしょうか。
（佐野　浩）

� 地域区分は以下のとおり。関東（茨城県、群馬県、栃木県、埼玉県、東京都、神奈川県）、関西（滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県）、中国・四国（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県）、その他（北海道・東北・中部・九州といった、それ以外の都道府県）


� 図表3における年齢区分は、等間隔にはなっていないことに注意。また、年齢別のデータは22年以降からしか入手できなかった。


� 24～26年のデータからは、少し年齢区分が異なるが20～29歳において、関西を中心に、女性の転入超過数が多かったことが指摘できる。


� 転出超過の地域の中には、転入超過の市町村もあるが、その転入超過数は小さいため、他の市町村の転出超過数と合算すると、地域全体では転出超過となっている。


� 地域区分は以下のとおり。北大阪地域（豊中市、池田市、吹田市、高槻市、茨木市、箕面市、摂津市、島本町、豊能町、能勢町）、東大阪地域（守口市、枚方市、八尾市、寝屋川市、大東市、柏原市、門真市、東大阪市、四条畷市、交野市）、南河内地域（富田林市、河内長野市、松原市、羽曳野市、藤井寺市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村）、泉州地域（堺市、岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、和泉市、高石市、泉南市、阪南市、忠岡町、熊取町、田尻町、岬町）、大阪市の中心6区（福島区、西区、天王寺区、浪速区、北区、中央区）、北摂4市（豊中市、吹田市、茨木市、箕面市）


� 各市町村の転入数において、どの都道府県からなのかといったデータからは、以下のことが指摘できる。北摂4市では関東からの転入者の比率が多くなっており、転勤等により関東からの転入者が吹田市や豊中市などの北摂に転入してくる傾向が多いことが挙げられる。大阪市では、関東からの転入だけではなく、関西からの転入も多く、幅広い地域からの転入を受け入れていることや、大阪市では女性の転入数が多いことが指摘できる。


� 地域別・年齢別の表は26年分しか入手できなかった。


� この時期では、阪急梅田ビル、ノースゲートビルディング、グランフロント大阪など、大阪駅周辺を中心に、大型高層ビルが相次いで竣工されたことも影響している。


� 人口減少社会における最近の傾向においては、郊外化の一方で、都心回帰の動きもみられることが大きな違いとなっている。その結果、郊外の住宅地やニュータウンなどの住宅地の再開発等が求められていることも新たな問題となっている。





